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1神奈川県から国への御要望 出典：
神奈川県御提出資料



2７ デジタル実装による課題解決
[４]地域のデジタル基盤の活用の推進

（１）地域のデジタル基盤の活用の推進

Ⅱ 地域DXの推進を支える情報通信環境の整備

・デジタル行財政改革にかかる地方公共団体などの取組を加速させるため、①計画策定・推進体制構
築支援、②安全な自動運転のために必要な通信の信頼性確保等の検証を含む、先進的なソリュー
ションの実用化支援（実証）、③地域の通信インフラの整備などを通じて伴走型支援を実施。

【予算】地域デジタル基盤活用推進事業
５年度補正 47.5億円 ６年度 2.0億円（４年度補正 20.0億円 ５年度 1.4億円）

デジタル技術を活用した地域課題解決

○ 都道府県と市町村等の連携による
DX推進体制の構築や、
デジタル技術を活用した地域課題解決の
ための計画策定を支援

○ 安全な自動運転のために必要な通信
の信頼性確保等の検証を含む、先進的
なソリューションの実用化支援（実証）

○ 地域課題解決に資する地域のデジタル
基盤の整備支援

地域DXの更なる推進に向けた具体的な課題を把握し、都道府県と市町村等
が連携した地域DXの推進体制の構築・拡充を伴走支援することで、地方公共
団体が主体的にデジタル実装に取り組める持続的な支援環境を構築。

推進体制の構築・拡充

STEP 01
課題整理・取組方針の共有

STEP 02

地域DXの推進体制の構築・拡充を総務省等が伴走支援

自治体におけるDX推進体制構築の促進

各市町村の課題の洗い出し・深掘り
具体的な解決策の検討

都道府県・市町村等による課題の
共有、首長レベルでの取組方針の検
討・共有

都道府県と市町村等の連携による
DX推進体制の構築
都道府県と市町村等の連携に基づく
地域DXに関する取組を推進
【想定される具体的な取組例】

●共同宣言や協定等に基づく、定期的に
情報共有を行う会議体等の設置

●市町村のDXの進捗状況の共有
●共同研修、外部人材確保
●共同調達 ●DXの個別事業の推進

出典：
活力ある多様な地域社会を実現し、世界をリードするくにづくり（総務省重点施策2024）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000898278.pdf
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＜実施形態＞

請負（定額）
＜事業規模の目安＞

1千万～１億円程度

＜実施主体＞
地方公共団体、企業・団体など

※２ 活用する通信技術の種類や費用対効果なども踏まえて、提案の内
容・規模を評価させていただきます。評価結果を踏まえ、採択に当たっ
て金額の調整をさせていただくことがあります。

※３原則として、ネットワーク機器などの物品の購入費用は対象外です。
新たに調達が必要な場合には、リースやサブスクリプション等でご対応
いただくことになります。

＜対象となる通信技術＞
ローカル５Ｇ
Wi-Fi HaLow
Wi-Fi 6E／7 などのワイヤレス通信技
術※１ 上記以外の通信技術については個別にご相談ください。

※１

※２
※３

＜提案評価の観点例＞
■ 全国の各地域が共通に抱える課題の解決に資するものであるか 又は

地場企業の事業活動の効率化・合理化に資するものであるか

■ 新しい通信技術を活用するものであるか
（当該通信技術を選択することに関する他の通信技術との比較分析 など）

■ 費用対効果等も踏まえ、現実的に社会実装が期待できるものか

■ 先進的なソリューションであるか（先行事例との比較分析 など）

■ 社会実装や他地域への横展開に向けた具体的かつ現実的なビジョンが
あるか（地域の連携体制が構築されているか など）

□ 主な加点評価項目
・スタートアップが参画し、その技術などを活用する取組であるか
・「デジ活」中山間地域に登録済又は登録申請中であるか

など

【実証事業】（ 予 算 ： 1 6 . 5 億 円 程 度 ）
ローカル５Gをはじめ とす る 新し い 通 信 技 術を活 用した、 次 の 社会 実 証を 支 援します。
a)全国の各地 域 が 共 通に抱 える 地 域 課 題の 解 決 に資す る先 進 的 なソリュー シ ョン
b)特に地域の 人 材 不 足 に起 因す る課 題解 決 の ため の 、地 場 企 業 の事 業 活 動の 効 率 化・

合理化に資す る先 進 的なソ リュー シ ョン

地域デジタル基盤活用推進事業 先進的ソリューションの実用化支援（実証）
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地域デジタル基盤活用推進事業 地域のデジタル基盤の整備支援（補助）

【補助事業】（ 予 算 ： 最 大 ３ . ５ 億 円 程 度 ）
デジタル技術を活 用して地 域 課 題 の 解 決を図 るため に 必要 な
通信イ ンフ ラなど（ローカ ル５ G /L PW A など ）の 整 備 費 用を補 助しま す。

① 無線ネットワーク設備
② ①に接続するソリューション機器

これらと不可分な設備・機器・ソフトウェア
※3

＜補助対象＞

＜対象＞
地方公共団体、企業・団体など

<補助率> 補助対象経費の 1/2

※1 企業・団体などが実施主体となる場合には、採択候補先に決定後、
補助金交付申請までの間に、地方公共団体を１以上含むコンソーシ
アムを形成していることが要件となります。

※２地域課題の解決のために、①と②を組み合わせたシステムを整備する
ことが要件となります（インターネット接続サービスの提供やソリューション
機器のみの整備は非該当） 。

※3 PCレンタル料やクラウドサービス利用料等については、複数年度分を
一括して初年度に費用計上できる場合に限り、３か年分を上限として
補助対象とします。

＜補助対象のイメージ＞

＜提案評価の観点例＞
■ 地域課題の解決に資するものであるか（期待される効果が明確か など）

■ 効率的・効果的な整備計画であるか
（課題解決のために必要か、費用対効果が見合っているか、多用途で活用できるか など ）

■ 地域のステークホルダー（産官学金）との連携が図られているなど、持続可能な
運用計画であるか（適切なPDCA計画があるか など） などローカル５G、Wi-Fi、

LPWAなど

※２

※１

補助金額に上限はありませんが、ご提案の内容を踏まえて、
事業規模の妥当性を審査いたします。

LPWA / Wi-Fi など

支援対象となるソリューション機器など

支援対象となるネットワーク設備

カメラ/センサーなど
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国庫補助 (本事業) 1/2 地方負担 1/2

補助対象となる事業費の総額

過 疎 対 策 事 業 債
（過疎法により過疎地域とされた市町村）

7 0 ％

一般補助施設整備等事業債
（市町村）

2 2 . 2 ％

充当率 75％

充当率 90％

（交付税措置なし）

※上記のほか、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）に係る寄付を地方公共団体の負担分に充当することもできます。

辺 地 対 策 事 業 債
（辺地法に規定する辺地を包括する市町村：辺地に係る施設整備に限ります）

地方公共団体の負担分について
地方公共団体 が 補 助 事 業 の実 施 主 体 とな る場 合 の 負 担分 （ 1/2） につ い ては、
以下の地方債を 起 債す るこ とができます 。

8 0 ％ 充当率 100％

充当率 100％

公共事業等債
（都道府県）

元利償還金に対する

交 付 税 措 置
率

※地方負担に対する措置率は20％

地域デジタル基盤活用推進事業 地域のデジタル基盤の整備支援（補助）
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ローカル５Ｇは、地方公共団体や企業・団体などの様々な主体が、地域や産業の個別ニーズに応じて、
自らの建物や敷地内でスポット的に柔軟に構築できる５Ｇシステムです。
その特長を活かして、医療・農業・工場などの様々な分野で課題解決や生産性向上を実現することが
期待されています。

エリア 性能の柔軟性 耐災害性

５G

ローカル
５G

全 国

エ リ ア 限 定 で 独 自 の
５ G シ ス テ ム 構 築 が 可 能

非 常 時 、 輻 輳 時 に
強 い 通 信 を 実 現

通 信 が 集 中 し て
輻 輳 が 発 生 す る 可 能 性

用 途 に 応 じ て 必 要 な
性 能 を 柔 軟 に 設 定

画 一 的 な ニ ー ズ
を 満 た す 性 能

例）高精細映像の
アップロード用

のリソースを拡大
個別最適化

ローカル５Ｇ
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導入前 導入後

●離島・山間等のへき地を中心に医療機関の医師不足が課題
●専門的な医療を受けるためには、船舶・飛行機等での移動を

強いられている

従来のネットワーク（LTE／Wi-Fi）を活用して遠隔医療体制
の構築を試みるも、通信速度や伝送遅延の制約から、
高精細な映像の伝送時に乱れの発生や映像が固まる等、
実用に耐えない。

へき地等における遠隔医療体制の構築に向けて
通信性能がボトルネック

ローカル５Gの「超 高 速 」「超 低 遅 延 」といった特長が
従来の課題の解決に有効

超高速・超低遅延の通信を通じて
４Ｋ内視鏡等の高精細な映像のリアルタイム伝送を実現

医師も「実用可能」との評価

高精細な映像を通じた専門医による診断によって、
従来の遠隔画像診断では見分けることが困難であった

早期食道がんの発見等の成果

4K 内視鏡映像

＜遠隔診療の実装例＞＜遠隔医療の技術的課題＞

ローカル５Gの導入イメージ：医療分野
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n_content/00
0712738.pdf df担い手不足による
生産量の低下

農地集約化による
農家の稼働逼迫

降雪増・温暖化等
による水害リスク増大

高齢化等に伴う
健康リスク増大

※LPWAなどの通信技術と組み合わせた活用例

自動運転トラクターの
遠隔監視制御の実現による

農家の作業時間減
（70%減を実現可能）

気象・土壌・作業履歴等の
データの収集・解析を通じた
作業スケジュールの最適化

最適水路の遠隔監視による
迅速な初動対応の実現

ウェアラブル端末を活用した
体調変化の検出

ローカル５Gの導入イメージ：農業分野
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時間基準保全 状態基準保全

● 定期的な目視による
線路巡視点検

現状 実装時

ローカル5G
＠駅ホーム

●AI解析による閉扉判断自動化
●乗務員室からドア周辺状況の遠隔監視

入構時に
ローカル5G通信

● 車載モニタリングによる線路内検査、
目視の省力化

現状 実装時
駅係員による判断・合図 AI解析による閉扉判断

異常検知

乗降状況

閉扉判断

● 目視確認・判断による
運転支援業務

n_content/000
712738.pdf

労働力・熟練技術者の
減少による対応力低下

n_content/000
712738.pdf
設備・車両等の

老朽化の進行に伴う
運行支障原因の増加

n_content/000
712738.pdf

新しい生活様式による
事業環境の変化
（➡コスト縮減）

車載モニタリングカメラとAIを活用した線路巡視業務の高度化 高精細カメラとAIを活用した車両ドア閉扉判断の高度化
異常を自動検知し、線路内目視検査・巡視の負担軽減
列車乗車巡視：毎日➡週１回、徒歩巡視：毎週➡月１

回

閉扉判断自動化による運転支援業務の省力化・安全性向上
約５人／日の省人化効果、設備費用削減

ローカル５Gの導入イメージ：交通分野
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ローカル５Gを活用する取組例
課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証など

総務省：令和２～４年度

ローカル５Gの導入・運用コストの低減
ローカル５Gの交換設備の接続・共用に関する調査研究

総務省：令和３～４年度

新たに市町村がＣＩＯ補佐官等として、外部人
材を任用等する場合の経費について特別交付税
措置＜を講じます。

ローカル５Ｇを活用した様々な課題解決や新たな
価値の創造等の実現に向けて、現実の利活用場面
を想定した開発実証を実施しています。
実証成果などをwebサイトでご覧いただけます。

＜webサイト＞

ローカル５Gの導入・運用コストの低減に資する
・ 異なるベンダの設備間の相互接続のルール
・ 複数のサービスで設備を共用するためのルール
などの策定に取り組んでいます。

調査研究の成果などをwebサイトでご覧いただけます。

＜開発実証の実施分野＞

＜webサイト＞

検索ローカル５Gの交換設備

G O ! 5 G サ イ ト 内 https://go5g.go.jp/carrier/
「ローカル５Ｇの交換設備の接続・共用の在り方に関する
調査研究成果報告書」

G O ! 5 G サ イ ト 内 https://go5g.go.jp/carrier/

ローカル５Gに関する参考情報
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導入前 導入後
従来のIoT通信システムの通信速度

最大 約数十Kbps

テキストデータによる状況把握に限られる

急激な水位変動があった場合にも、
画像・映像による確認ができないため、
詳しい状況や原因までは把握困難

＜水位監視の例＞

罠の稼働状況を遠隔から把握できるが、画像・映像による確認
ができないため、害獣の出没状況や種類までは把握困難

＜鳥獣害監視の例＞ 出没状況/害獣の種
類等は把握できない？罠の稼働データのみを伝送

（罠に入ったかどうか 等）

＜罠＞

正確な状況を把握して対応を検討するために、
現場確認が必要となる場合有（迅速な対応の検討に支障）

Wi-Fi HaLowの通信速度
最大 約数Mbps（従来のIoT通信システムの数百倍）

画像・映像の確認によって、遠隔地から詳細な状況把握が可能

水位の変動状況やその原因を
遠隔から視覚的に監視可能になり、

水門の開閉要否等の対応を
迅速に検討することが可能

山間部に散在する鳥獣害対策設備を遠隔から
視覚的に監視可能になり、害獣の出没状況や

種類等を踏まえて迅速に対応を講ずることが可能

遠隔地にいながら、映像・画像を通じた詳細状況の把握が可能
現場確認のための稼働負担や危険性が低減
現場確認を要することなく、迅速に対応を検討することが可能

＜水位監視の例＞

＜鳥獣害監視の例＞

×
映像・画像によって遠隔地から
害獣の種類等が判断可能

＜罠＞

Wi-Fi HaLowの導入イメージ：河川水位や鳥獣害の監視
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Wi - F i６E（ IEE E802 .11ax） は、 新しい 周 波 数 帯 域（ 6GHz帯） に おけ る
Wi - F i規格です 。
IoTの普 及 によ って飽 和 状 態 にあ る既存 の Wi - F i帯 域と比 較して、 大 容量 伝 送 や
多数端末の同 時接 続 が 可 能 になり、 用 途の 拡 大 が 期 待されて います。

2.4GHz帯 5GHz帯

従来のWi-Fi
Wi-Fi６E

●既に多くの用途で活用されており、混信等が生じやすい
（通信が不安定）

6GHz帯

●混信等の影響が少ない
●大容量伝送が可能

新しい
周波数帯域

新しい通信技術の例：Wi-Fi6E
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事業スケジュール

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

先進的ソリュー
ションの実用化
支援（実証）

地域のデジタル
基盤の整備支
援（補助）

※募集状況によっては、２次公募を実施しない場合、 ３次公募を実施する可能性もあります。

採択決定
実証期間（2次）

実証期間（1次）
採択決定

１次
公募

2次
公募

2次
公募

採択候補決定

事業実施期間（2次）

事業実施期間（1次）１次
公募

3/21～4/17

採択候補決定

3/21～4/17
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■茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
関東総合通信局 情報通信部 情報通信振興課
住所：〒102-8795 東京都千代田区九段南1-2-1 九段第3合同庁舎23階
電話：03-6238-1692 ／ e-mail：kanto-suisin@soumu.go.jp

■本省
情報流通行政局 地域通信振興課 デジタル経済推進室
住所：〒100-8926 千代田区霞が関2－1－2 中央合同庁舎第2号館
電話：03-5253-5757／ e-mail：digital-kiban@ml.soumu.go.jp

地域デジタル基盤活用推進事業 担当

地域デジタル基盤活用推進事業の最新情報はこちら
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/digital
_kiban/index.html
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長野県から国への御要望① 出典：

長野県御提出資料



高度無線環境整備推進事業

•5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、条件不利地域において、地方公共団体、電気通信事業者等が高
速・大容量無線通信の前提となる光ファイバ等を整備する場合に、その費用の一部を補助する。

•また、離島地域において地方公共団体が光ファイバ等を維持管理する経費に関して、その一部を補助する。

ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯）

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等

エ 負担割合：

（自治体の場合）

国（※1）

１／２
自治体
１／２

【離島】＊

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者の場合）

国（※2）（※3）

４／５

【離島】

【その他の条件不利地域】

＊光ファイバ等の維持管理補助は、
収支赤字の1/2（令和７年度まで）

国
４／５

自治体
１／５

（※1）財政力指数０．５以上の自治体は
国庫補助率１／３

国
１／３

３セク・民間
２／３

（※２）海底ケーブルの敷設
を伴わない新規整備の
場合、２／３

（※３）高度化を伴う更新を
行う場合、１／２

令和5年度当初予算額：42.0億円
令和5年度補正予算額：20.1億円

令和６年度予算額：45.0 億円

スマートホーム

イメージ図

農業IoT

無線局
エントランス
（クロージャ等）

高速・大容量無線通信の前提となる光ファイバ（伝送路） コワーキング
スペース

スマートモビリティ教育ＩｏＴ観光ＩｏＴ

３セク・民間

１／５

地域の拠点的地点

通信ビル

＊新規整備に加え、令和２年度からは、電気通信事業者が公設設備の譲渡を受け、(5G対応等の)高度化を伴う更新を行う場合も補助。
令和５年度補正予算においては、地方公共団体が民間移行を見据えて公設の光ファイバ等の高度化を行う場合も補助。
（いずれの場合も高度化しない更新は対象外）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/broadband/index.html（参考）

１６



携帯電話等エリア整備事業

地理的に条件が不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団体や無線通信事業者等が携帯電話

の基地局等を整備する場合に、整備費用等の一部を補助。

離島

携帯電話
交換局

伝送路
（海底光ファイバ）

伝送路
基地局施設

高度化施設整備のイメージ

4G→5G４Ｇのアンテナを
５Ｇ対応アンテナ

に高度化

４Ｇの送受信機を
５Ｇ対応送受信機

に高度化

令和６年度予算額 ２，３００百万円 （令和５年度予算額 １，７９８百万円）
令和５年度補正予算額 ３，９２３百万円

補助メニュー 補助内容 補助率
基地局施設整備
（４G等）

※非居住エリア

圏外解消のため、基地局施設を
設置する場合

整備主体：地方公共団体、携帯電話事業者、インフラシェアリング事業者等

高度化施設整備
（５G)

４Gを利用できるエリアにおいて、
通信の高度化のため、５G基地
局を設置する場合

※ 伝送路施設の設置（光ファイバの設置）や施設の運用費に関する補助事業も補助メニューとして存在。

国
１/２

市町村
３/１０

都道府県
１/５

市町村
１/５

国
２/３

都道
府県
２/
１５

無線通信事業者
１/２

国
１/２

無線通信事業者
等

１/３
国

２/３

基地局施設整備のイメージ

基地局施設

※１ 離島の場合、補助率はかさ上げ（１社整備：1/2→3/5、 複数社整備：2/3→3/4)
※２ ドローン航路及び自動運転区間の通信環境整備を目的とした基地局整備の補助率は3/4。

【１社整備】 【複数社整備】

【１社整備】 【複数社整備】

（参考）https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/keitai/１７
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■高度無線環境整備推進事業 担当
本省 総合通信基盤局 電気通信事業部 基盤整備促進課
住所：〒100-8926 千代田区霞が関2－1－2 中央合同庁舎第２号館
電話：03-5253-5866 ／ e-mail：koudo@soumu.go.jp

高度無線環境整備推進事業 ／ 携帯電話等エリア整備事業 担当

高度無線環境整備推進事業の最新情報はこちら
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/broadband/index.html

信越総合通信局 情報通信部 情報通信振興課（新潟県、長野県）
住所：〒380-8795 長野県長野市旭町1108 長野第１合同庁舎
電話：026-234-9974 ／ e-mail：shinetsu-chiikishinko@soumu.go.jp

■携帯電話等エリア整備事業 担当

本省 総合通信基盤局 電波部 移動通信課
住所：〒100-8926 千代田区霞が関2－1－2 中央合同庁舎第2号館
電話：03-5253-5894／ e-mail：subsidy.section@ml.soumu.go.jp

信越総合通信局 無線通信部 無線通信課（新潟県、長野県）
住所：〒380-8795 長野県長野市旭町1108 長野第１合同庁舎
電話：026-234-9978 ／ e-mail：shinetsu-rikujyo@soumu.go.jp

携帯電話エリア整備事業の情報はこちら
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/keitai/
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長野県から国への御要望② 出典：

長野県御提出資料
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○ 災害発生時に孤立地域などへ物資輸送等を行うために地方公共団体の防災部局が管理・運用するドローンの
整備について「緊急防災・減災事業債」の対象とする

○ あわせて、ドローンを運用する地方公共団体の職員の育成を図る

ドローンによる救援物資輸送 救援物資（約５kg） ドローンによる避難情報の周知

＜緊急防災・減災事業債＞

【留意事項】

【新規】

【施策の概要】【地方財政措置】

○ 本財政措置の活用にあたっては、「地方公共団体災害対応ドローン整備・運用事業計画」を消防庁へ事前提出し、確認を
受けることが必要

（交付税算入率 70％）

緊急防災・減災事業債(充当率 100％)

防災部局が物資輸送等に活用するドローンの整備
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防災部局が物資輸送等に活用するドローンの整備事業 担当

■消防庁 国民保護・防災部防災課
住所：〒100-8926 千代田区霞が関2－1－2 中央合同庁舎第2号館
電話：03-5253-7525／ e-mail：sindo-system@ml.soumu.go.jp
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